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住宅着工戸数(2018 年 10 月) 

 ～持家と分譲の増加が全体の着工戸数を押し上げ～ 
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○10月の住宅着工戸数は 95.0万戸 

国土交通省より発表された 10月の新設住宅着工戸数は前年比＋0.3％（コンセンサス：同＋0.3％、

レンジ：▲1.3％～＋1.9％）とコンセンサス通りの結果となり、季節調整値（年率換算）では 95.0万

戸（前月比＋0.8％）となった。 

利用関係別に季節調整値をみると、持家（９月：28.0万戸→10月：29.3万戸）及び分譲（９月：

25.9 万戸→10 月：26.5 万戸）が増加し、貸家（９月：39.9 万戸→10 月：38.1 万戸）が減少となった。

持家については、雇用・所得環境の改善を背景に、持ち直しの動きが続いている。10月の持家の増加

幅は大きく、既に消費増税に伴う駆け込み需要が発現している可能性も否めない。分譲については、

戸建（９月：14.3万戸→10月：14.７万戸）を主因として増加となり、マンション（９月：11.2万戸

→10月：11.3万戸）の増加は小さなものにとどまった。貸家については、節税需要の一巡や金融庁に

よるアパートローン監視強化を受けて、振れを伴いながらも低調な推移が続いている。 

 

○消費増税に伴う駆け込み需要を受け、2019年夏頃まで増加基調で推移する見込み 

先行きについて、持家は雇用・所得環境の改善を受けて、不動産購買態度指数などの消費者マイン

ド関連の指標に持ち直しの動きがみられることが、下支え要因となるだろう。分譲については、首都

圏におけるマンションの販売価格や在庫の高水準での推移が、引き続き着工の重石とみている。貸家

については、金融庁によるアパートローンの監視強化が、当面の間、貸家の下押し要因になり続ける

と予想される。総じて、住宅着工を取り巻く環境は厳しい状況が続くものの、2019年 10月に実施が予

(単位：万戸）

新設住宅着工戸数 持家 貸家 分譲
（季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比

％ ％ ％ ％

2017年 11月 96.2 ▲ 0.4 27.9 ▲ 4.2 42.1 ▲ 2.9 26.1 8.7
12月 93.6 ▲ 2.1 28.0 ▲ 2.5 38.0 ▲ 3.0 24.9 ▲ 1.3

2018年 1月 85.6 ▲ 13.2 28.4 0.1 38.4 ▲ 10.8 20.6 ▲ 27.5
2月 92.6 ▲ 2.6 27.4 ▲ 6.1 41.1 ▲ 4.6 22.1 3.4
3月 89.5 ▲ 8.3 27.5 ▲ 4.2 38.7 ▲ 12.3 24.1 ▲ 3.6
4月 99.2 0.3 28.6 ▲ 1.9 42.0 ▲ 2.1 27.8 5.0
5月 99.6 1.3 29.4 ▲ 2.2 40.6 ▲ 5.7 28.5 12.2
6月 91.5 ▲ 7.1 27.4 ▲ 3.4 40.2 ▲ 3.0 22.8 ▲ 18.8
7月 95.8 ▲ 0.7 28.4 0.3 41.0 ▲ 1.4 26.1 ▲ 0.7
8月 95.7 1.6 27.6 0.2 41.8 1.4 25.7 2.9
9月 94.3 ▲ 1.5 28.0 ▲ 0.0 39.9 ▲ 5.8 25.9 4.3

10月 95.0 0.3 29.3 4.6 38.1 ▲ 7.3 26.5 9.2

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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定されている消費税率の引き上げに伴い、この先駆け込み需要が発現することで、増加基調に転じる

ことが予想される。住宅着工戸数は 2019年夏頃までは増加基調で推移していくだろう。ただし、2019

年 10月の消費税率の引き上げ幅は８％から 10％への２％にとどまることや、すまい給付金等の負担軽

減措置により駆け込みの影響が緩和されることから、駆け込み需要による住宅着工の増加幅が小さく

なる可能性があることについても留意する必要があろう。 
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(出所)国土交通省「新設住宅着工統計」

70

75

80

85

90

95

100

105

110

10 11 12 13 14 15 16 17 18

住宅着工戸数（季調値年率）
（万戸）

※実線は３か月後方移動平均


